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◎公契約条例可決に際 しての市長コメン ト

おかげさまで日本初の公契約条例を全会一致で可決いただきました。

現場で働 く労働者の皆様の声を聞き、その必要性を感 じたことから野田市提

案で平成 17年に全国市長会を通 じて国に法制定を要望 しま したが、残念なが

ら何の対応 もなされていないばか りか、要望をした私 どもにその後の経過報告

もなされることがありません。 さらに、国会においても小規模建設業者に係 る

法的措置を推進することを目的 とする超党派の参議院議員連盟が結成 されてい

ると聞いてお りますが、公契約法案など具体的な法案検討までは至ってお りま

せん。

このまま放置 していたならば、事態は何 ら改善 されない と考え、野田市が先

鞭をつける意味で条例を制定することとしました。

もちろん、この問題は一市が条例を定めても解決できるものではなく、本来、

公共工事の品質の確保に関する法律 と同様に国が法律により規定すべきものと

考えてお ります。
~

したがって、大変僣越ではありますが、条例の前文に国に姑 して法の制定を

要望する旨を記述 させていただいてお ります。今後、早期に、国の担当部署に

成立 した条例を持参 して早期法制定を要望 してまい りたいと思います。

しかしながら、これまでの政府の対応、また、新政権のマニフェス トを見て

も社民党のマニフェス ト以外には公契約法について記述 されていないことか ら

して、直ちに国を動かすことは難 しいと思われます。

そこで、全国の市に成立 した条例をお配 りして同様の取組をお願い しようと

考えてお ります。地方が動き、国を動かす とい う地方分権のスタイルを作って

みようと思ってお ります。

野田市長 根 本 基
本



≪法的な論点≫

1 憲法上の論点

※ 公契約条例を制定するに当たつての論点の一つ として、憲法第 27条第 2

項に『賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、法律でこれ

を定める』 と規定されていることから、事業者に対 して最低賃金法の地域別 `

最低賃金額 を上回る賃金の支払義務を条例に規定することができるかがある。

この論点については、平成 21年 2月 24日 付けで民主党尾立源幸議員か

ら参議院議長江田二月に提出された質問主意書に封する、同年 3月 6日 付け

内閣総理大臣麻生太郎か ら参議院議長江田五月宛に送付 された答弁書におい

て、『条例において、地方公共団体の契約の相手方たる企業等の使用者は、

最低賃金法第 9条第 1項に規定する地域別最低賃金において定める最低賃金

額を上回る賃金を労働者に支払わなくてはならないこととすることは、同法

上、問題となるものではない』とされており、この論点に関する条例制定の

法的問題は解決している。

2 地方自治法上の論点

※ 公契約条例を制定するに当たっての論点の一つとして、地方自治法第 1条

の 2第 1項に『地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、

地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担う』、第 2条

第 2項に『普通地方公共団体は、地域における事務及びその他の事務で法律

又はこれに基づく政令により処理することとされるものを処理する。』及び

第 14条第 1項に『普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて第

2条第 2項の事務に関し、条例を制定することができる』と規定されている

ことから、本条例によって保護される者は公契約に係る業務に従事する労働

者で、その労働者が本市の住民でない場合は、地方公共団体の事務であると

断定できないこと等の観点から、公契約条例は違法であるとの指摘がある。

この論点については、本条例は、本市の業務に係る契約を封象とするもの

であるから、市の事務に属し、地方自治法第 14条第 1項の条例制定権の範

囲内にあることは明らかであると考える。

なお、本条例の封象業務に従事する者の賃金の額を政策的に確保すること



で、本市における公契約の質の確保及び社会的価値の向上を目的 とするので

あるか ら、労働者が本市に在住 していなくとも、本市の業務に係 るので対象

となると考える。

また、『公契約条例を定めている市の業務である場合 と他市の業務である

場合 とで賃金に差がついて しま`う
。』 とい う問題に対 しては、公契約の社会

的価値の向上のために、公契約に係 る業務に従事する労働者に姑 して適正な

賃金の確保を義務づけることが必要であると考える自治体 と、そ うでない自

治体 との政策の相違であらて、問題 となるものではない と考える。

※ 公契約条例を制定するに当たつての論点の一つ として、地方 自治法第 14

条第 1項に『普通地方公共団体は、法令に違反 しない限 りにおいて第 2条第

2項の事務に関し、条例を制定することができる』 と規定されている。また、

市長の担任事務 として地方 自治法第 149条 第 2号に『予算を調製 し、及び

これを執行すること』 との規定か ら、契約の締結は予算の執行に含まれると

解 されるので、その前提 として議会の議決が必要なことがある (地方 自治法

第 96条第 1項第 5号『その種類及び金額について政令で定める基準に従い

条例で定める契約を締結すること』)も のの、契約条件の決定は長の専権に

属するものと考えられる。そのため、具体的な契約条項を条例で定め、それ

を執行機関に義務付けることができるかがある。

この論点については、地方 自治法第 149条 第 2号は、長の担任事務 とし

ての予算の執行 (契約の締結)権を定めたものであ り、これに何の制約も課

してはならないとい うわけではないと考える。また、この条例による制約に

ついても、賃金の最低額を定めるにすぎず、不当に長の権限を制約するもの

ではない と考える。

よつて、公契約条例において長の予算の執行権に制限を課 しても (契約条

件 (賃金の最低額)を規定 しても)法律に違反 しないものと考える。

※ 地方 自治法第 2条第 14項に『地方公共団体は、その事務を処理するに当

つては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙

げるようにしなければならない』 と規定 されていることか らこの規定に違反

しないかとの論点がある。

この論ッ点については、公契約条例における賃金の最低額は、公契約の質の



確保及び公契約の社会的価値の向上 とい う目的を達成するための最低限の額

であって、そのために、条例を制定することにより契約の額に反映す る人件

費 としての積算が多少増加 したとしても、政策 目的を達成するための必要最

低限度のものであり、 目的 と手段の間に合理性もあることか ら、地方 自治法

に違反 しないと考える。

3 労働法上の論点

※ 公契約条例を制定するに当たつての論点の一つ として、条例が労働契約の

内容に介入するもので労働基準法等の労働関係法律に違反するのではないか

がある。

この論点については、本条例は公契約の相手方の事業者に限定 して市が定

める賃金以上の支払義務 を定めるものであつて、事業者は、契約 自由の原則

により市 と契約をするか否かの自由を保障されているものであり、市が直接

労働契約の内らに介入す るものではないと考える。

4 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律に関する論点

※  「私的独 占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」ヤヽわゆる独 占禁止法

第 2条第 9項に規定する「不公正な取引方法」に該当するかについては、公

契約条例に定める契約の方法が不公正な取引方法に該当するかの判断は、そ

の契約によって市が不当に利益を得るかどうかにあると考える。公契約条例

の目的は、公契約の業務の質の確保及び公契約の社会的価値の向上にあり、

その目的を達成する手段 として最低限度の制約を課 したに過ぎず、市は何 ら

不当な利益を得ることもない。よって、その政策上の必要性を考えても、不

公正な取引方法には該当しないと考える。

※ 公正取引委員会か らの措置命令の可能性については、入札を対象 とするも

のであり、優越的な地位の利用には当たらない と考える。




